
様式６
誓　約　書
令和　　年　　月　　日

（あて先）川　口　市　長


　 　 
私（当法人）は、川口市子育て世帯訪問支援事業業務委託公募型プロポーザルに応募するにあたり、下記の事項及び提出書類の内容について事実に相違ないことを誓約いたします。

また、後日誓約した内容に違反する事実が判明した場合には、当方が不利益を被ることになっても異存を一切申し立てないことを誓約します。
記
(1) 法人格を有し、令和７・８年度川口市物品入札参加資格者名簿に登載されていること。

(2) 地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しないこと。

(3) 川口市有資格業者に対する入札参加等停止の措置基準の規定による入札参加等停止措置の期間中でないこと。

(4) 川口市の締結する契約からの暴力団排除措置に関する要綱の規定による指名除外措置の期間中でないこと。

(5) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年５月１５日法律第７７号）第２条第２項に掲げる暴
力団（以下「暴力団」という。）及びそれらの利益となる活動を行う法人等でないこと。

(6) 暴力団又は川口市暴力団排除条例第２条（平成２４年１０月１日条例第５２号）に掲げる暴力団員等若しくは暴
力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者の統制下にある法人等でないこと。

(7) 宗教活動又は政治活動を主たる目的としている法人等でないこと。

(8) 会社更生法（平成14年法律第154号）の規定に基づく会社更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成11年法
律第225号）の規定に基づく再生手続開始の申立てがなされていないこと。

(9) 会社法（平成17年法律第86号）の規定に基づく清算の開始又は破産法（平成16年法律第75号）の規定に基づ
く破産手続開始の申立てがなされていないこと。

(10) 同一の案件に参加しようとする者のうちに、その者の代表者（見積り及び契約の締結権限を有する受任者を含
む。）と同一人が代表者となっている者が含まれていない者であること。

(11) 労働基準監督署から是正勧告を受け、必要な措置の実施について未報告でないこと。

(12) 提出された書類の記載事項に虚偽がないこと。

(13) 令和６年４月１日以降に、子育て世帯訪問支援事業実施要綱（令和６年３月３０日こ成環第１０４号こども家庭庁成育局長通知別紙）に定める子育て世帯訪問支援事業又は妊産婦・乳幼児のいる世帯に対し家事・育児支援を行う事業を、人口５万人以上の地方公共団体から受託し、完了した実績を有すること。
所在地
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代表者役職名　
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